
特別免許状の授与要件に関する法令の規定 

 

○教育職員免許法（昭和二十四年法律第百四十七号） 

（授与）  

第五条（略） 

２（略） 

３ 特別免許状は、教育職員検定に合格した者に授与する。ただし、第一項各号のい

ずれかに該当する者には、授与しない。  

４ 前項の教育職員検定は、次の各号のいずれにも該当する者について、教育職員に

任命し、又は雇用しようとする者が、学校教育の効果的な実施に特に必要があると

認める場合において行う推薦に基づいて行うものとする。  

一 担当する教科に関する専門的な知識経験又は技能を有する者  

二 社会的信望があり、かつ、教員の職務を行うのに必要な熱意と識見を持つてい

る者  

５ 第七項で定める授与権者は、第三項の教育職員検定において合格の決定をしよう

とするときは、あらかじめ、学校教育に関し学識経験を有する者その他の文部科学

省令で定める者の意見を聴かなければならない。  

６（略） 

７ 免許状は、都道府県の教育委員会（以下「授与権者」という。）が授与する。  

 

（教育職員検定） 

第六条 教育職員検定は、受検者の人物、学力、実務及び身体について、授与権者が

行う。 

２～４（略） 

 

（効力） 

第九条（略） 
２ 特別免許状は、その授与の日の翌日から起算して十年を経過する日の属する年度

の末日まで、その免許状を授与した授与権者の置かれる都道府県においてのみ効力

を有する。 
３～４（略） 
 

○教育職員免許法施行規則（昭和二十九年文部省令第二十六号） 

第六十五条の四 免許法第五条第五項に規定する文部科学省令で定める者は、認定課

程を有する大学の学長又は認定課程を有する学部の学部長、小学校、中学校、高等

学校、中等教育学校又は特別支援学校の校長及びその他学校教育に関し学識経験を

有する者とする。  

 


